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レーニン不均等発展論の計量経済モデル
ー 戦後 日米ASEAN連 結計量経済モデル とそのインプリケーシ ョン
大 西 広
は じ め に
ソ連 ・東欧崩壊後 のマル クス経済学の自身喪失 とその後の対応 には 「マル ク
ス経 済学」 を労働価値説 のみに限定 しようとす る傾向やケインズ派への接近 と
い った傾 向が 目だ っている。 しか し,筆者 の考えでは,こ の どちらの傾向に も
問題がある。 なぜなら,① 「マルクス派」 の諸理論は本来 もっと 「政治経済学
的」 なものであ り,また,② 近代経済学 との関係で も新古典派的な多 くの内容
の存在を否定で きないか らであ る')。
したが って,マ ル クス派が今なさねばならない ことは,自 らがすでに保持 し
てい る価値ある理論 を放棄 してケイ ンズ派な どに伍す るのではな く,価 値あ る
自らの理論を再発見す ることで なければな らない。マ ルクス派哲学 ・論理学や
数学 的定式化 といった 「方法」面での再構成 さえで きれば,近 代経済学界にさ
え通用す るマルクス派経済学の再確立 は可能だ と筆者は考 えてお り,本稿 の 目
的は レーニ ン不均等発展論のある種 の数学 的定式化(こ こでは計量経済モデル
化)に よ ってそのことを示 すこ とにあ る。
1)こ の2点 はともにすでに小著r「政策料学」と統計的認識論」,r資本主義以前の 「社会主義」.と
資本主義後の社会主義』で強 く主張 して来たところのものである。また狭い意味で も,本 稿で構





レー ニ ン以後の 「マル クス派」世界経済論が従属学派 の強 い影響力 の下 に
あ ったため に,「マ ルクス派」 は先進国一 後進 国3,間の経 済格差 は一 方向的
に拡大す ると.いわなければな らないかの ような状況が一時存在 した。そ してま
た,実 際 に少な くとも多 くの途上国が戦後のあ る時期まで先進 国 との格差 を開
く傾向にあ ったことも事実である。我々の国 日本で さえ(一 人当 り国民所得の
急速 なキ ャッチ ・ア ップに もかかわ らず)あ る時期 まで は 「対 米従属性 の増
大」 との主張が違和感 な く受 け止め られ るよ うな状況が存在 したことも事実で
ある。
しか し,そ うした 「時代 の状況」が従属学派 の主張を許 したのだ として も,
その次の 「時代 の状況」 は日本の対米キ ャッチ ・ア ップの説明 をこそ求め るも
の にな ってい るし,あ るいはまたNIES.やASEAN諸国の急成長 こそが説明
されるべ き中心問題 として浮上 して来ている。 この理論課題 に対 し,従 属学派
内部か らもウォー ラーステインな どによ る理論的修正の作業3}がなされて いる
が,そ れ もやは り大局的 には 「修正」 の域 を脱 せず,「キャ ッチ ・ア ップの可
能性」は許容で きて もその必然性 を説明す るもの とはなっていない。 もしその
「必然性」が主張され ようとす るなら,そ れは 「先進国ほど成長率が低 くな り,
後進国ほど高 くな る」 とい うメカニズムが必ず説明 されなければ ならず,「各
国の成長率 には不均等性があ る」 とい うことが述べ られるだ けであ ってはなら
2)最 近あまり使用されない 「後進国(OTGT8胆HC叩盟a)」という言葉をここで使 うのは,次 の意
味か らである。すなわち,① レーニ ン自身が 『帝国主義論』で使用 している言葉がこれであるこ
と.② 諸国の発展経路は基本的には 「単線」であり,し たがって 「進んだ国」,「遅れた国」 とい
う区分が可能 と筆者は考えていること,さ らに,③ レーニンがこの言葉で指 し示す第1次 大戦前
の ドイツや 日本を 「途上国」 と表現するのは無理があること。以上がその理由である。 したが っ
て本稿では 「途上国」 とい う言葉で,大 戦前の ドイツや 日本を除いた諸国を表現 し,「後進国」




ない・そ して・その点では・ ・一二 ・ 「帝国議 論』 における各国資本議 不
均等発展の法則 こそがその最 もリーズナブルな説明様式 を与 えているように思
われ る。
レーニン自身の言葉を引用す るな ら,そ の最 も中心 的なメカニズムは次の と
ころにある。す なわち,
「発展 の不均等性 も汰 衆のなかば飢餓 的な生活雌 も,と もにこの生 産
様式の根本的な不可避的 な条件であ り,前提 であ るか らである。資本主義
が依然 として資本主義であるか ぎ り,過 剰の資本は,そ の国の大衆の生活
水戦 ひきあげる ことにはもちい られないで一 雑 なら,そ うすれば資
本家の利潤はさが ることになるカ・ら一 ,国 外へ 後進諸国へ資本 を輸出
す ることによ・て利潤 をたかめることに もちい られ るであろ う.こ れらの
後進諸国では・利潤は高いのが普通である.な ぜな ら潰 本がす くな く,
地価 は比較的低 く,賃 金は低 く,原 料 は安 いか らである。資本輸出の可能
性 は・漣 の後進国がすでに世界資本蟻 の取引のなか にひきいれ られ
,
鉄道幹線が開通す るか敷設 され は じめ,工 業 の発展の初歩的条件が保障 さ
れている等 々の ことによ・て,つ くりだされ る.ま た潰 本輸出の必然性
は沙 数の国国では資本主義がr融P』 ,資 本に と・ては(農 業の未発
展 と大衆の貧困 と・・う条件 の もとで)r有利 な』ま貯 の場所がない
,と い
うことによってつ くりだされる。」4〕
レーニ ンはこの引用文の直後 で 「資本の輸 出は
,資 本が向け られる国で資本
蟻 の発展 に影響 をおよぼ し,そ の発展 を著 しく促進す る。」・と述べ てい るカ、
ら・欄 ・ レ一二 ・においては 「簸 の不購 性」が国際的な資本移動か ら説
.明されていることになる・先進諸国で'よ資本が過剰で有利 な投下部面が失われ
(つま り利灘 が低 くな り).よ り利A7の 高儲 国に鋤 する,と 擁 されて
ヤ'る・そ して・その利潤率の高儲 国 とは涙 す るに①資本が少 な咽 ,② 地
　.』1ご=:綴榛 　糞:　袈;1談=;:
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価が低 い国,③ 賃 金が安 い風 ④原料が安 い国であって,こ の① ～④ は,と も
に後進国 にあてはまる条件である。 なぜ なら,① 後進国は経済開発が不+分 な
ため,蓄 積された総資本ス トック量が少 ない,② 未開発 のために土地 に対 する
需要が少 なく地価が安 い,③ 一人当 り国民所得 も低 く当然賃金 も低 くなる,④
原料生産の賃金 コス トが安 く産業需要 も少ないので原料 も安価,と なるか らで
あ る。そ して,もしそ うだ とす ると結局,「先進 国ほ ど資本 が逃避 し,後進国ほ
ど流入する」 ことにな り,このことは 「先進国ほど成長率が低 くな り口後進国ほ
ど高 くなる」 とい う不均等発展の メカニ ズムを説明 してい ることになる。従属
学派 と対比6,しつつ図示す るとこの レーニ ンのイメージは第1図 のようになる。
2)レーニ ンの国際的政治摩擦不可避論
レーニ ン 『帝国主義論』 は上記のよ うな各国資本主義の経済的不均等発展が
世界の政治的再分 割のための帝 国主義 間戦争 を不可避 とす る とい う。 これが
『帝国主義 論』 の全体 としての主張点であ って,狭 義 の 「不均等発展論」 はそ
の部分理論 にす ぎない。そ して,実 は,こ の全体 的主張点 について も,「帝国
主義間戦争」 を 「帝国主義間の政治摩擦」 と読み替 えることによって現代 に適
用す ることがで きる。 この読み替 えが正当化 され るのは,〈 政治 一経済 〉とい








従 属学 派 の イメー ジ レーニ ンの イ メー ジ
6)従 属学派とレ一二 ・の理論のよりまとま・た比較は,畑rr剃 世界1論 の現在_従 属学
派か らレーニンヘー 」東京唯物論研究会編 『唯物論』第68号,1994年参照。
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延長」 と捉 え られ るか らであ る。 「資本」 間の自由な経 済競 争か ら区別 された
「国家」 問の政治闘争 とい う意味で は帝国主義問戦争 も帝国主義 間の政治摩擦
もまった く同一次元に属する諸現象である。
この ことを近年の 日米摩擦 に即 して論ずれば次の ようになる。すなわち,戦
後 日米 は経済的に不均等発展を したが,そ の変化 した経済力 を直接 に反映す る
もの は日本の対米輸出競争力の獲得,し たが って,た とえば ここでは対米輸 出
の拡 大であ る。 しか し,も ちろん,こ の 日本 の対米輸 出の拡大 はアメリカ国内
の産業 を圧迫 し,そ のため その政治的代弁者 としてのアメ リカ政府 は国内産業
保護 のために保護関税 を強化 した り 「不均衡是正」 を主張 して政治交渉 を日本
に求めて くることになった。要す るに,経 済力の不均等発展が市場 シェアの再
分割 をめ ぐって国家間の政治闘争 にまで発展する。 日米貿易摩擦 の厳 しさは時
に時評家を して 「昔な ら戦争 になるような対立」 と評 さ しめるが,そ れ はまさ
にその本質的な意味 において 「戦争」 なのである。第2次 大戦後,「西側」帝
国主義 間で の戦争 がな くなった ことを もって,「大戦後,レ ーニ ン理論 は古 く
なった」 とす る議論 もあるが,そ れ は 「戦争」 と 「政治摩擦」の本質的同一性
を見ない ものであ る。
次第では これ らの レーニ ン理論一 広義 の 「不均等発展論」の数学的 な定式
化を行 う。
11数学的定式化と回帰方程式の推計
本稿の課題は上述の レーニ ン 「不均等発展論」 を計量経 済モデ ルで表現す る
ことにあるか ら,我 々は上述 の関係 をまず数学的 に定式化 しなければな らない。
そ して,そ の次 にそれ らの方程式を個 々に回帰方程式 として推計す る。本稿で
は具体 的 には,こ の推 計 を戦後環太 平洋 地域 の 日本,米 国,ASEAN3国
(タイ・ イ・ ドネシア,・ ・リピin)のデー タについて行 な。ている.な お,
7)マ レ ー シ ア,ブ ル ネ イ な ど他 のASEAN諸 国 の 統 計 デ ー タ は ,資 本 ス トッ ク な ど の推 計 が できず
.今 回 は こ の3ケ 国 の み に 絞 ら ざ る を得 な か っ た。
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推 計 され た全 方 程式 は付 録1に 掲 げ られ て い るので,以 下,た とえば 「推 計 式
(1)」と言 う とき,こ の式 番号 は付 録 の方 程式 番 号 を示 す もの とす る。
1)資 本輸 入 と経 済成 長 に 関す る定式 化
前 節1)の 論理 は い くつ か の部 分 に よ って な りた ってい る。 まず,短 い 第2
の引 用文 の部 分 は,
γ=ア(BC)ズ>0一 ①
であ る こ とを示 してい る。 こ こで,γ はGNPを,BCは 資 本輸 入 額 を示 し,
ノ(・)とい う記号 は,YがBCに よ って決 め られ る とい う関係 を表 わす 。 た だ
し,BCは 直接 に諸 国 の 生産 力 水準(r)を 決 め るので は な く,直 接 に は資 本
の存 在量(「 資 本 ス トック」,こ れ をKと お く)に よ ってrが 決 め られ るか ら,
r=ア(K)/>0… …②
また,そ の κ(期 末 値)は 前期 の1(一1と,減 価 償 却率4,今 期 の 投 資1に
よ って
K=(1-d)K_,+∫.L… …③
と表 わ す こ とが 出来,さ ら に,こ の ∫は海外 か らの資 本 流 入 に よ って 増 え る
か ら,
Z=∫(BC)ズ>0・ …・④
とな る。 それ 故,② ～④ の 関係 を総 合 す る と,BCが ∫,Kを 通 じてYを 決
め る こ とに な る。 レー ニ ンの言 う① の 関係 は この② 一④ の 関係 を 要約 した もの
と見 る こ とがで きる。
以上 の 関係式 を実 際 に推 計 した結 果 は付 録 に示 され てい るが,ま ず,そ の 推
計 式(1)～(3)は 上 述 ② 式 の 日本,米 国,ASEAN3国 に 関す る推 計 結 果 で
あ る。 た だ し,こ こで は,κ と と もに人 口N(労 働 力 の 代 理 変 数 〉 も説 明 変
数 に付 加 さ れ てい る8}。また,③ 式 は その まま定 義式(7)一(9>として表 わ され
8)(2)(3)の方程式みよ うに誤差項に一階の自己相関を仮定 したモデル(「ARliと記 されてい る
もの〉の表記はやや複雑である。 しか し,た とえば② の方程式の場合,/
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て い る。
さ らに,④ 式 は推計 式(4)一⑥ にお い て,S,R,ME,CDを そ れぞ れ 国 内
総貯 蓄,利 子 率,軍 事 支 出,関 税 と して,
∫;ア((s十BC),1～,ME/Y,α)/}7)
臨 ・c>0識く0,ん・〃<0,fCD・r〈0… …⑤
との 形 で推 計 され て い る。 こ こで ,こ の第1の 説 明変 数 がBCで な く ∫+BC
と した の は,投 資 資 金 が 国 内 か ら供 給 され た資 金 と外 国 か ら供 給 され た 資 金
(資本 輸入)の 和 で あ るか らで あ る(直 接 投 資 も ここで はBCに 含 む)。 また,
第2の 利 子 率 が投 資 に影 響す る こ とは言 うまで もな い。 そ して,こ こで はさ ら
に第3の 軍 事 費 の対GDP比 と第4の 関税 対GDP比 が説 明 変 数 とな って い る
が,こ の理 由 は本節3)で 論 じる。
2)賃 金水 準 と国 際資 本移 動 に関 す る定 式化
次 に,前 節1)で 見 た 第1の 長 い 引用 文 の定 式化 を行 な う。引 用 文 の説 明 は
次 の2段 構 え にな って い る。す なわ ち,ま ず 第1に,利 潤 率 を πとお くと,資
本 は利潤 率 の高 い後 進 国に 移動 す る とされ るか ら,
BC=∫(π)プ>0… …⑥
また,そ の利 潤率 は資 本 の希 少度,地 価 ,賃 金 水準,原 料価 格 に よって 決 ま る
とされ て い るか ら,地 価 をPL ,賃 金 水準 を 障,原 料 価格 をPMと す る と,
π=∫(κ,PL,W,PM)
振 く0,乃L〈0,ル<0,乃 財 く0





と お く と
… …⑦
・ これ は('・玲)*一一10・956(定数項)*+0.92622(',亀)・+0.86454('。鵡)・ と書 き換 え
られ る 。 つ ま り,0.876852とい う数 字(計 測 さ れ た 誤 差 の 系 列 相 関 係 数)で 変 換 され た 定 数 項
,'
.凡,'。瓦 で,同 様 に 変 換 さ れ た4}㌔ を 説 明 し て い る こ とが わ か る。 した が って,こ の 変 換





ただ し,我 々のモデルでは この4つ の説 明変数の内,ま ず,κ とPMを 無
視する。その理由は,第1次 大戦前 と違 って少な くとも第2次 大戦 後の現代世
界においては原料 の国際 間移動 は極 めて容易 になってお り,国 内で 「過剰」 な
資本 も,そ れ によって生産された製 品を輸出で きれば 「過剰」ではな くなるか
らであ る。原料 は24時間オープ ンの国際市場で 「国際価格」 と して決 まるよう
にな り,同様 に生産された財の市場 も完全に世界市場化 してい る。 そ して,さ
らに,現 代の資本輸 出を考えた時,少 な くとも直接投資に関す る限 り,企 業は
今 や世界 のどこにで も運ぶ ことがで きる とい う前提でその資本輸 出の 「す る/
しない」 を決 めてい る。そ こで企業がそ の 「す る/しない」 の判断 の主要 なポ
イン トはただその設備 を動かす側 のコス ト=賃金の高低 に しかない。 ここでは
資本の国際間移動は容易で も労働力の移動は困難であ るとの判 断が働 いてい る。
(労働力 は長期 に再生産 されなければな らず,そ の システ ム,た とえば学校教
育制度の国際的移動は少 な くとも不可能的 に困難であ る。)そして,こ うした
判断 の存在 は 日本か らNIES諸国,ASEAN諸 国,中 国 とい った低賃金諸 国
への資本輸出が激増す る諸状況だ けか らで も我々は容易 に推測す ることがで き
る。 これ らの理由で,⑦ ない し⑧ の定式化か らKとPMを 省 くこ とは+分 な
根拠が ある。
ただ し,実 際の推計で は⑧式につ いてさらにPLを も省略 して(賃 金は各国
賃金比 に し,ま た 日本 と米国につ いては 日本の利子率 も入れて)推 計式(16)一
(18)を導 出 してい る。 これは,適 当なPLの 値 を入手す ることの困難ばか りで
な く,PLも 躍 もが ともに 「経済の発展水準」 とい う同 じ変数で説 明可 能だ





で あ って,基 本 的 にはPLも 躍 も同 じ動 きをす るか らで あ る。 この よ うな 因
果 関係 にお い ては 四 をPLの 代 理 変 数 と して も利 用 す る こ とが で きる。
なお,⑨ 式 は推 計 式(13)一(15)として計 測 した 。
3>経済力 と政治変数 に関す る定式化
前節2)で見た 「国際的政治摩擦」 は比較的デー タとして と り易い関税政 策
と軍事支 出につ いて定式化す る。
まず,.各国の市場分割 を直接 に決め る保護関税(C1))についてであ るが,
BPを 貿易収支 とした時,一 般 的には
CD/「=∫(BP/「)1<0… ・・⑩
の形 をとると考えることがで きる。なぜなら,各 国の経済力 は輸 出競争力の強
弱,し たが って貿易不均衡の程度(対GDP比)で 測 ることがで きるが,そ の
変化=不 均等発展が各 国政府 を して市場分割 に関わ る政治変数(こ こで は対
GDP関税率)を め ぐる闘争 を引 き起 こすか らであ る。実際の推 計で は,統 計
的に有意 な結果 を出すた めにBP/}zでな く対GDP輸 入比率(刀瞭}り や 各国
BPの 比 率,米 国 に とっての対ASEAN輸 出依存率 とい った変 数 を とった
ケースもあるが,そ れ らは本質的に同 じ考 え方 に拠 る ものである。また,日 本
と米国について,推 計が63,64年を境 にことな る方程式 となっているのは,ひ
とつ には統計的なあてはま りの問題か ら,も うひとつ には この年 に 日本貿易の
完全 自由化がなされ,理 論的 にも構造的 な変化があったか らであ る。なお,63
年以前の 日本の式がKIN(茸 資本労働 比率)を 説明変数 にしているのは,こ
れ もまた統計 的なあてはま りの問題か らであ り,ま た理論 的には 「離陸」=工
業化原書 にとって保護関税が必要 とされた事情 を表現 してい る。
次に,軍 事 支出(ME)に ついては,次 のよ うな定式化 を考 える。す なわち,
ME/Y=f(当該 「国」のGDP/他 の2「 国」 あGDP) ……⑪
ここで注 目されたいのは,右 辺の説 明変数が まさ しく各国経済力の不均等発展
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を直接 に表現 してい ることであ る。 そ して,そ の経済力の変動が 「国際政治」
における発言力 を決める変数霜軍事力の増強ない し削減 をもた らす。あるいは,
もっと言 えば,経 済力の相対的 ト昇 は市場 のよ り大 ぎな占有 を要求 して,そ の
ための対外交渉力である軍事力の増強をめざさせ る。 とりわ け,⑪ 式の左辺が
(当該 「国」の 」WE/他の2「 国」のME)と な らず軍事費の対GDP負 担率 と
なってい ることにも注 目されたい。 この定式化 は 「大国」(相対 的に経済力 の
大 きな国)ほ ど軍事力へ の志向性 を持つ(「軍国主義的になる」)ことを示 して
い る。そ して,実 際,日,米,.ASEANの3地 域 の どれ もが この定式化 で推
計で きた ことは推計式(30)～(32)によって知 ることがで きる。69年以前 の 日本
のみがこの形で推計で きなかった(統 計的なあて はま りが悪か った)が,こ れ
はこの段 階まで敗戦国 日本 の軍備に対する国際的抑制圧力が強か ったため と思
われ る(実 際,1969年まで は日本の軍事費の対GDP比 率 は傾 向的に低下 して
いた)。 なお,こ こで⑩式 と⑪ 式 について付 言 してお きた い のは,⑩ 式で
CDの強化 を もたらす ものが経済力=競 争力の減退であるのに対 し,、⑪式 の場
合 はME増 強へ の圧力 は経済力の増大 につれて大 きくな り,こ れが非対称 と
なっていることである。 この点,場 合 によると両式 の理論 的基礎 に相違がある
と考 えられ るか も知 れないがそ うではない。CDの 強化は他国資 本の国内市場
への進 出を阻止す る防衛的措置で あるが,MEの 増強 は他国政策 に介入す る
攻撃的政策である。 この非対称性 によるものである、
4)政治変数の経済変数へのフィー ド・バ ック.
ところで,以 上 に見た政治的反応は どれ もが 自国資 本の利害 を代弁 してなさ
れる ものであ るが,長 期 的視野か らする時,そ の意図は必ず しも達成 されず,
場合 によれば逆 の効果 しか もた らさないようなケースも存在す る。た とえば,
P.ケ ネデ ィは 『大国の興亡』(1987年)で大 国の軍事費負担が まわ りまわ っ
て経済成長への阻害要因 となることを主張 している。 これは まさに⑪式 にお け
る 「大国の意図」 と逆の効果が生 じることを示 してお り,経済成長が究極の と
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こ ろ投 資 の 累積 に よ る もの で あ る こ とに 注 目す れ ば,我 々 が 先 の ⑤ 式 で
ME/γを投 資 の説 明変 数 に し,(んE〃く0)と 置 い たの は このた め で あ る。 そ
して,こ の意 味 にお いて,我 々 のモ デル は"レ ーニ ン=ケ ネデ ィ ・モ デ ル"と
呼 ぶ こ とがで きる。
ま た他 方,同 じ⑤ 式 でCD/Yが 説 明 変数 とな って い る こ とは も っ と 「レー
ニ ン的」 に説 明す る こ とがで きる。 それ は,レ ーニ ン 『帝 国主 義 論』 が 「資 本
主義 の寄 生性 と腐朽 」 と して述 べ た事 柄 の 中 に,以 下 の2つ の 内容 が 含 まれ て
い るか らであ る。 す なわ ち,
i)金 融 資 本 に よ る国 家財 政 へ の寄生(販 売 先 の確保)91。
ii)独占に よ る技術 的進 歩 へ の刺 激要 因 の減少10'。
筆 者 は この2つ の内容 を関税 政 策 に関 して 次 の よ うに読 み 替 え たい と思 う。
とい うの は,
i)'自国資 本 の 国 家政 策へ の 寄 生。 具 体 的 に は,保 護 関 税 によ って 外 国 資
本 の 参 入 を 阻止 し,そ れ に よって 国 内 市 場(販 売 先)を 確 保 す る こ と。
(もし外 国 製品 を完 全 に シ ャ ッ ト ・ア ウ トす る と,そ れ は 「国 内資 本 に よ
る国 内市 場 の独 占」 とな る。)
iiγ保 護 関税 に よ り市 場 を守 られ た(=そ の意 味 で 国 内 市場 の 部分 的 「独
占」 に成 功 した)国 内産 業 は技 術 的 進歩 を怠 る よ うにな る。
先 のi)il)と このi)'ii)が本 質 的 に 同性 質で あ る こ とは多 言 を要 しな い
であ ろ う(⑤ 式 で は 「技 術 的 進歩 を怠 る」 こ とが 「投資 を怠 る」 こ と と して定
式化 され て い る)。 と もか く,こ うして経 済力 の 発展 はME/γ の上 昇 を通 じて
投 資 に マ イナ スに作 用 し,ま た 衰 退 局 面 に入 った 大 国 が(現 在 の米 国 の よ う
に)貿 易収支の悪化 を保緻 策で乗 り切 ろうとす る限 り
,そ 轟 長期には投資
にマイナス効果 を持 つ こ とに なる.こ の意味で 「不均等発展」 は 「政 治」 の
「経済」 に対す る反作用 によ・て も生み出され,ま た増幅され ることがわか る。
..9)rレ ー ニ ン全 集 」 第2呂巻 邦 訳322ペー ジ。10)「
レー ニ ン全 集 』 第22巻,邦 訳319ペー ジ。
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皿1「 レーニ ン ・モ デル 」の ワーキ ング とイン プ リケ ー ショ ン
以 上 で定式 化 され た 「レーニ ン ・モ デ ル」 につ い て,本 節 で はそ の ワー キ ン
グを調べ,ま たそ の理 論 的意 味 を探 る。
1)「不均 等発 展 」 の モ デ ル的表 現
マ ク ロ計 量 モ デ ル には各 種 の現 実 説 明力 の テ ス トが あ るがm,こ こで は 紙数
の関係 で 「不 均等 発 展 」 の表 現力 に重点 を置 い てみ る こ とにす る。 まず,第2
図の2つ の グ ラフは91年か ら始 ま る予測期 間 を含 めた5年 間毎 の現 実 の成 長率
の グ ラ フ(第2-1図)と 方 程式 の 解で 描い た5年 間毎 の成長 率 の グラ フ(第
2-2図)で あ る。 そ こで,こ の 中 には概 して3つ の ウエ イブ(な い し トレ ン
ド)が 描 か れ てい るよ うにみ え る。 すな わ ち,①80年 代前 半 の 日本の成 長率 が









































一 日 本一 ・・一・・米 国 一 一ASEAN
11)マ ク ロ量 経 済 モ デ ル の現 実 説 明 力 を チ ェ ックす る 最 も一 般 的 な 方 法 は,現 実 値 と推 定 値 の 不 一
致 度 を 「不 一 致 係 数」 と呼 ば れ るmeasureで測 る こ と で あ る 。我 々の モ デ ルで は こ の 値 が 巧 で
0,090,}亀で0.236,Yで0.135,ろで0.178,為で0.312,ノ屋で0.141とな り,テ ス トは概 ね 通
過 した 。
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低 く,同 後半 には高 くな って い る とい う よ うな約10年周 期 のサ イ クル
,②60年
代 後 半 か ら80年代 まで続 い た一 つ の 大 きな ブー ム(し た が って,周 期 は約50
年?)・③ 本 グ ・ ・の 全 体6・年 の 長 さで 日米 の 成 長 率 が 長 期 に低 落 し,
「ASEAN」の 成 長 率 が 上 昇 して い る とい うよ うな 長 期 の トレ ン ド(、00～
200年周 期 のサ イ クル?)が それ で あ る。 そ して,ま ず,① は通常 の 「景 気循
環」 に,② は コ ン ドラチ ェ フ循環 に ,そ して③ は よ り長期 の 「覇権 循環 」 に対
応 す る もの と思 わ れ る・ 言 うまで もな く,こ れ らの諸循 環 は前 節 で述 べ た各 種
の フ ィー ド ・バ ック ・メ カニ ズ ムの総 合 に よ る もの で あ り
,特 に② や③ が 「不
均 等発 展 」 の 内容 を形 づ くって い る もので あ る。
2)国際資本移動を通 じた国際的相互依存関係
我 々のモデルは・上記の他 に も概 娯 味あ る結 果を示 しているが・2・
,そ の
懲 蒲 蕪HOhnishi,"TheRisetricmodelofpost-w,nomics,KyotoUniver.21stCentury",Prome難 耀 簿;無
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中で 最 も特 徴 あ る もの を選 ん だ のが 第3図 の3つ の 図で あ る。 これ ば シ ミュ
レー シ ョン期 間 の起 点1952年に何 らか の理 由で 国 内消 費が10億 ドル増 加 した と
した 場合 の長期 的 効果 をみ た もので あ るが,第3-1図 は それが 日本 の 国内 消
費 に対 して生 じた場 合,第3-2図 は 「ASEAN」の場 合,第3-3図 は米 国
の場 合 を示 してい る。 そ して,こ の テ ス トが 特 に注 目さ れ る のは,「 消 費増 」


































一 日 本 一 一ASEAN一 一一一 米 国
19821987(年)
第3-2図 「ASEAN」の消 費増=貯 蓄減 の3地 域経 済 へ の影響












一 日 本 一 一ASEAN一 一一一一米 国
王987(年)
＼BusinessintheYearof2000,China,1994など に 発 表 し た 。
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第3-3図 米 国の 消費増=貯 蓄減 の3地 域 経 済へ の影響
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は 「貯 蓄 減 」 を通 じて 「投 資 減 」 の効 果 を長 期 に持 つ か ら,あ るい は,「消 費
増」 とい う需 要サ イ1ドの プ ラス効 果 とと もに 「投 資減 → 生産 能 力減 」 とい う供
給サ イ ドの マ イナ ス効 果 が 表現 されて い るか らで あ る。 そ して,そ うした視 角
か ら,こ の3つ の図 を見 る と次 の よ うな 興味 あ る事柄 が 読み とれ る。
それ は まず 第1に,こ の図 は ともに長 期 には マ イナ スの効 果 が あ る こ とを示
してい る こ とで あ る。 これ は,「需 要増 」 は その効 果 が 一般 に短 期 的で あ るの
に対 し,「生産 能力 増」 とい う供 給 サ イ ド効 果 は 長期 の もの であ るた めで あ る。
また 第2に,特 に第3-1図 中 の 日本 の動 きに5年 な い し10年の周期 の小 幅
なサ イ クルが 見 られ る こ とで あ る。 この意味 で 我 々 のモ デ ル は短 期 の景 気循 環
を も表 現 しえて い る可 能性 が あ る。
さ ら に,第3に,最 も注 意 を喚 起 したい こ とは,ど の図 にお いて も長 期 に お
いて は全 ての 「国」 にマ イ ナスの 効果 が で てい る こ とで あ る。 そ して,こ の 因
果 関係 を探 れ ば,た とえば 第3-1図 の場 合,次 の よ うな こ とにな ろ う。す な
わ ち,日 本 に お け る長 期 の マ イナ ス効 果 は 日本 の賃 金水 準 を引 き下 げ る こ とに
よって 米 国,「ASEAN」 に対 す る 日本 の資 本輸 出 を減 少 さ せ ,そ の結 果米 国
や 「ASEAN」の成 長 に マ イナス の効 果 を持 つ,と い う因果 で あ る。 したが っ
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て,こ こでは,あ る国 の成長(生 産減退)が 他 国の成長 に もプラス(マ イナ
ス)に 作用す る とい う相互依存 の関係(あ るい は利益 ・不利益 のシェア リング
の関係)が 示 されてい る。 そして,こ の関係の原 因が レーニ ンの重視 した 「国
際資本移動」 にあ る,と い うことが重要である。
再び レーニ ンの言葉で関連 した部分 を引用す ると,
「資本の輸出 は,資 本が向けられ る国で,資 本主義の発展 に影響 をおよぼ
し,そ の発展 を著 しく促進する。だか ら,資 本輸 出が ある程度輸出国の発
展 をい くらか停 滞させ ることになるとして も,そ れは,全 世界 における資
本主義のい っそ うの発展 を拡大 し深め るとい うことの代価 として,は じめ
てお こりうるのであ る。」日卸
したが って,我 々は 「産業の空洞化」 を否定的にばか り評価す ることはで き
ない。それは 日本の成長の結果 なのであって,そ の成果を途上 国に移転す る作
業で ある。そ して,そ の 「移転」 は日本 にとって 「い くらか停滞」を意味す る
にしても全世界 の規模で見れば経済発展を意味 し,上 述の国際 的相互依存関係
が ある限 り途上 国側 の恩恵 もまた何 らかの形で享受 しうる。第3図 の場合 には,
マイナスーマ イナスの相互依存 関係 の表現 となってい るが,そ れ は同時 にプラ
スープラスの相互依存関係で もあることぽ言 うまで もない。
IV要 約
以 上,本 稿 で 明 らか に した こ とは以 下 の とお りで あ る。
1)レー ニ ン 「不 均 等発展 論」 は 「国 際 的政治 摩擦 」 の現 象 も含 め,数 学 的定
式化 が可 能 なこ と。
2)レ ー ニ ン 「不 均 等発展 論 」 は長 短 のい くつ か の経 済循 環 を記 述 しう る こ と。
3)レ ー ニ ン 「不 均等 発展 論 」 は国際資 本 移動 に重 点 を置 い た 理論化 で あ り,
それ は各 国経 済 の相互 依 存 関係 を よ く記述 しうる こ と。
以 上 で あ る。 「不均 等 発 展」 は今 や 現代 世 界経 済 の 中心 的 現 象で あ り,そ れ は
13)『レーニン全集』第22巻,邦訳280ページ。
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前 述 の よ うに 「国際 的 政 治摩 擦」 もそ の広義 の意 味 で は含 む もの で あ る。 「マ
ル ク ス派 理論 」 の中で 最 も再 評価 され な ければ な らない もの の一 つで あ る。
(本研究は三島海雲記念財団の助成による筆者の研究の一部分である。〉
18(200)第154巻 筆3号
付録 京 大 環太 平 洋 モ デル(KYPACver.2.1)の 方 程 式 体系
1.投資一生産 ブロック
(1)総 生 産(日 本)
InYj/Nj=一1.0314+0 .891501
(一1.6.455)(52.836)・萄 瑚






疋 一 〇・9168DW=1 .5600F(2.37)一212(1951.90)








〔4)総 資 本(日 本>
Ii=256.76+1.7431(Sj+BCj)_,一26.967(
2.6358)(19.865)(一2 .463:,弁・謹 騙 ～c咄)一 ・




正 面 〇・9924DW=1.7693F(3 ,36同705(1951-90)
(6)総 投 資(米 国)
レー ニ ン不 均 等 発 展 論 の 計 量 経 済 モ デ'レ(201)19





痔 一 。.9279DW-1 ・8817F(2.37)一252(1952-91)
(7)・資 本 ス ト ッ ク(日 本)
κ ン'=(1一切 幽)κノ'.1十々一1
(8)資 本 ス ト ッ ク(ASEAN)
Ka=(ユ ーDa>Ka-1十la.】
(9)資 本 ス ト ッ ク(米 国)
Ku=(1-Du)Ku一 ユ十 ん 一1
11.分 配 ブ ロ ッ ク
働 国 内 貯 蓄(日 本)
5y=4.9699十〇.21132】ウ』_】
(0.7984)(38.727>






















III,国 際 貿 易 一 資 本 移 動 ブ ロ ッ ク



























レー ニ ン不 均 等 発 展 論 の 計 量 経 済 モ デ ル(803)2ユ
+0.28233
(12.334)(距一 〇・84554ぬ 一1)
R・=0.7717DW=1 ・6267F(ユ ・39)一・36(195ユ .9F)
(22〕貿 易 収 支(ASEAN)
BPa=EXα 一zルfo
(劉 輸 出(米 国)
ARIEXu-0.833798EXu _
(10.2165)・=、 一23.525(1一1 .6026)・ ・8337・8・
+機 場(均 　0・833798均一1)
〆=0・833・Du7=・ ・8・19・(1 ,・〉一 ・・。(、9,2.9、)









⑳ 貿 易収 支(米 国)
βん=EXu-1ハ4〃






(13.181)(…1.2979)(聯ん)一・虐 欄 ・・野 臥
虐 。・33・ 卿 一 ・・6636F(・ ,2・)一・.・ .(、964-9、)
㈱ 関 税(ASEAN)
CDa/Ya=0.032131
(17.650)+煙欄 猷 姻/恥)一 ・一〇.078601(一3.4113)戯曲)一 ・
RZ=0.5497(2 .37)=24.80(1951 -91)
22(204)第154巻 第3号




















(鈎 軍.事支 出(米 国)





零"AR1"=誤 差 項 に 一 階 の 系 列 相 関 を 仮 定 し て 最 尤 法 で 推 定 。
R2=自 由 度 修 正 済 み 決 定 係 数
DWlダ ー ビ ン ・ ワ ト ソ ン 比
F(・)=F値


































ダ ミー 変 数(1985-88=1 ,0thers=0)D8588
ASEAN
Na
距
5θ
ノo
Ka
BPa
EXa
zハ4ρ
BCa
MEタ
CDa
Da
恥
米 国
Nu
拘
5〃.
ん
Ku
BP群
EX〃
EX轟0
1ハん
BCu
MEu
CDu
Du
Ru
防
(205)23
(単位)
(千人)
(10億$)
(10億$)
(10億$)
(ユ0億$)
(ユ0億$〉
(10億$〉
(10億$)
(10億$)
(10億$)
(]0億$)
(ユ0億$)
(%)
($/月,$/日、$/週)
